


































































































26 年 10 月６日大建測第 6995 号による「道路境界明示申請書，土地台帳付属地図，土地所有権


























































































































































 大阪市長が，平成26 年10 月６日付け大建測第6995号により行った部分公開決定で公開しないこととし
た部分のうち，道路境界明示申請書の連絡先欄の情報，道路区域・市有地境界明示申請書の連絡先及び担
当者欄の情報，土地台帳付属地図及び土地所有権調査書に記載された氏名，承諾書の連絡者欄に記載され
た住所及び氏名を公開すべきである． 
との答申を行った． 
この答申は，異議申立人が部分公開決定を一部取り消し，土地家屋調査士の住所，氏名につい
ては開示することを求めた不服申立てを認容したものとなっている． 
行政機関情報公開法（行政機関の保有する情報の公開に関する法律）等の法令に基づく情報公
開制度では，①申請者による情報公開請求に対し，②行政機関による行政文書の開示・不開示決
定が行われ，この行政機関の決定に不服がある場合には，③行政機関に対して不服申立てを行う
ことになる―――不服の内容は，勿論黒塗りされた部分を公開せよということになるが，平成28
年３月31日までは，行政不服審査法上の不服申立てには審査請求と異議申立ての２種類があり，
処分を行った行政庁の上位に監督する上級行政庁が存する場合には審査請求をすることができ
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るが，上級行政庁が存しない場合等には処分を行った行政庁に対して異議申立てのみ行うことが
できた．市長の名で行われた行政処分に対しては，市長より上位の行政機関が存しないことから，
市長に対して異議申立てを行うこととなっていた（平成28年４月１日以降は審査請求に一元化す
るように制度変更されている）． 
行政不服審査法上の不服申立ての手続きは一般的には，あくまでも同じ系列の行政機関に対す
る苦情の申出となるきらいがある．しかし，情報公開制度においては不服申立ての手続きは第三
者機関である情報公開審査会へ諮問がなされ，答申を受けた行政機関（諮問庁）はその答申の趣
旨を十分に尊重したうえで，申請者による情報公開請求に対し開示・不開示決定を改めて行うこ
ととなる． 
さらに審査会は，必要があると認めるときは，諮問庁に対し，行政文書等の提出を求めること
ができる．実際に当該行政文書等を見分してインカメラ審理を行うこともでき，また審査会は，
必要があると認めるときは，行政文書等に記録されている情報の内容を審査会の指定する方法に
より整理した資料を作成させ，提出するよう諮問庁に求めることもできる． 
よって情報公開審査会へ諮問がなされた後は，④処分を行った行政機関（諮問庁）に部分開示
あるいは不開示決定とした決定理由書の提出を求め，⑤不服申立人に対してその決定理由書に対
する意見書の提出を求めた後，不服申立人並びに諮問庁への聴聞及び審査会での審議を経て，⑥
答申を行うという流れとなる． 
次章からは，情報公開制度における手続きの時系列に沿って，異議申立人及び行政機関の主張，
争点・論点整理，審査会の判断について考察する． 
6 異議申立てに至る経緯 
異議申立人は，平成26年９月23日，大阪市情報公開条例に定める公開請求権に基づき,実施機
関に対し， 
 建設局測量明示課において，平成26年９月17日受付番号6275号で申請しました道路境界明示図の控の謄
本に関して，①平成９年の当該明示申請に関し，明示申請日，受付番号，明示図交付日の情報提供，②平
成26年９月17日受付番号6275号で本情報公開請求人本人が申請した書類上の，平成９年の明示申請に関す
る部分の情報提供または当該申請書原本の情報公開，③平成９年の当該明示申請に関し，境界明示申請者
(土地所有者)および代理人の氏名の情報提供および当該委任状原本の情報公開の情報提供または情報公開
を請求いたします．なお，情報の非公開が決定された場合は，文書不存在，文書の所在を明らかにした上
で条例による非開示決定である旨等の理由を明記して，非公開決定の通知書の発行をお願いいたします．
との本件公開請求を当該行政業務担当部署（実施機関）に対して行った． 
これに対し，実施機関は，本件情報公開請求に係る文書を｢道路境界明示申請書，土地台帳付
属地図，土地所有権調査書，承諾書(受付番号第268号 平成９年４月30日)｣と特定した上で，大
阪市情報公開条例に定める公開請求に対する措置等の規定に基づき， 
公開しないこと
とした部分 
個人の署名，印影，連絡先並びに土地台帳付属地図及び土地所有権調査書の用紙右下
の氏名印欄の閲覧者名 
として一部公開しないこととし， 
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上記の部分を 
公開しない理由 
大阪市情報公開条例第７条第１号に該当． 
（説明）個人の署名及び印影については，個人に関する情報であって，これを公にす
ることにより偽造あるいは転用が可能となることから，当該個人の権利利益を害する
おそれがあり，かつ同号ただし書ア，イ，ウのいずれにも該当しないため．個人の連
絡先並びに土地台帳付属地図及び土地所有権調査書の用紙右下の氏名印欄の閲覧者名
については，特定の個人に関する情報に該当し，これを公にすることにより個人の権
利利益を害するおそれがあり，かつ同号ただし書ア，イ，ウのいずれにも該当しない
ため． 
との理由を付して，平成26年10月６日付け大建測第6995号により，本件部分開示決定を行った．
なお，大阪市情報公開条例第７条柱書及び第１号では，次のように規定されている． 
第７条  実施機関は，公開請求があったときは，公開請求に係る公文書に次の各号に掲げる情報（以下
「非公開情報」という．）のいずれかが記録されている場合を除き，公開請求者に対し，当該公文書
を公開しなければならない． 
(1) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く．）であって，当該情報に含
まれる氏名，生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と
照合することにより，特定の個人を識別することができることとなるものを含む．）又は特定の個
人を識別することはできないが，公にすることにより，なお個人の権利利益を害するおそれがある
もの．ただし，次に掲げる情報を除く．
ア 法令若しくは条例（以下「法令等」という．）の規定により又は慣行として公にされ，又は公にす
ることが予定されている情報
イ 人の生命，身体，健康，生活又は財産を保護するため，公にすることが必要であると認められ
る情報
ウ 当該個人が公務員等（行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成11年法律第42号）第
５条第１号ハに規定する公務員等並びに大阪市住宅供給公社の役員及び職員をいう．）である場
合において，当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは，当該情報のうち，当該公務員
等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分
この実施機関の部分開示決定に対して， 
【不服申立ての趣旨】 
 上記決定を一部取り消し，当該道路明示申請人とは明らかに異なる，代理人の氏名及び住所の公開決定
を求める．なお，公開決定を求めるものは，以下の書面に記載された代理人（代理業務を行った資格を有
する者）の氏名及び住所である．①「道路境界明示申請書」に記載された代理人の氏名及び住所，②「土
地台帳付属地図」に記載された代理人（閲覧者）の氏名，③「土地所有権調査書」に記載された代理人（閲
覧者）の氏名，④「承諾書」に記載された代理人の氏名及び住所 
【不服申立ての理由】 
 多くの情報公開審査会で，「専ら個人の資格で事業活動に従事する専門職（医師，弁護士，司法書士，
土地家屋調査士，不動産鑑定士等）の当該職務に関する情報については，資格を有する者が業務を行った
ことを証するためのもので，公開することにより，当該法人等又は当該個人に不利益を与えるおそれがあ
る情報に該当するとは認められない」との答申がされており，上記決定において公開しないこととされた
部分のうち，代理人の氏名及び住所は非公開情報には該当しないと解されている．よって，大阪市の上記
部分公開決定に関し，大阪市情報公開審査会での審議を求めるものである． 
として，土地家屋調査士の住所，氏名の情報を開示するように，異議申立人は，平成26年10月10
日，本件部分開示決定を不服として，実施機関に対して，行政不服審査法（昭和37年法律第160
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号）第６条第１号の処分についての異議申立ての規定に基づき，本件部分開示決定の一部取消し
を求める異議申立てを行った． 
7 実施機関の主張及び異議申立人の反論 
実施機関は諮問及び実施機関理由説明書において，次のような実施機関の判断を示している． 
① 実施機関が本件文書において公開しないこととした情報は，個人の署名，印影，連絡先並びに土地台
帳付属地図及び土地所有権調査書の用紙右下の氏名印欄の閲覧者名である．
② 個人の署名及び印影については，個人に関する情報であって，これを公にすることにより偽造あるい
は転用が可能となることから，当該個人の権利利益を害するおそれがあるため非公開とした．個人の
連絡先，土地台帳付属地図及び土地所有権調査書の用紙右下の氏名印欄の閲覧者名(以下｢連絡先等｣と
いう．）については，本件文書の申請人の取引先に関する情報であって，これを公にすることにより
申請人の個人の権利利益を害するおそれがあるため非公開とした．
さらに，同理由説明書において，次のように実施機関の見解を示し，異議申立人による大阪市
情報公開条例第７条第１号本文及びただし書きに関する理解が乏しく解釈に誤りがあり，不服申
立てには全く理由がないことを暗に主張している． 
① 異議申立人は，本件文書における連絡先等が｢専ら個人の資格で事業活動に従事する専門職(医師，弁
護士，司法書士，土地家屋調査士，不動産鑑定士等)の当該職務に関する情報｣に該当し,専門職に従事
する者自身の情報を保護する必要がないと主張している．
② しかし，本件決定においては，上記のとおり，専門職に従事する者の情報の保護を目的としたもので
はなく，本件文書の申請人の個人情報を保護するために非公開としたものである．
このような実施機関の諮問及び実施機関理由説明書に対し，異議申立人は意見書において次の
ような反論を行っている． 
① 実施機関による部分開示決定の一部を取消し，不服申立人が公開決定を求めるものは，代理人（代理
業務を行った資格を有する者）である土地家屋調査士の氏名及び住所である．
② 平成９年５月13日付大阪市指令（道明）第387号「道路境界明示図」の交付の為，平成９年４月30日
付第268号として「道路境界明示申請書」が受付されているが，当該「道路境界明示申請書」に，謄本
返還が行われた旨が記録されている．
③ この謄本返還は，「道路区域境界明示申請書記入要領」によると，「原本還付を希望される場合は，
土地家屋調査士等の原本証明」が必要とされている．よって，上記「道路境界明示申請書」は，土地
家屋調査士等の国家資格者が代理人として申請したものであり，不服申立人が部分公開決定を一部取
り消し，公開を求めている氏名および住所は，土地家屋調査士等の国家資格者に関する情報であると
推定される．
④ 道路境界明示申請に要する添付書類のうち，登記所（出張所を含む法務局）が交付する土地の全部事
項証明書（土地登記簿謄本）の原本還付が認められるのは，土地家屋調査士等が原本証明をした場合
に限られており，このような特別な措置は，土地家屋調査士等が土地家屋調査士法等で定められた国
家資格者であることに他ならない．
⑤ 土地家屋調査士法等の定めにより，土地家屋調査士等は申請の代理業務を行うことができるとされて
いるが，道路境界明示申請に係る代理業務には法律上制限はなく，道路境界明示申請の代理は，民法
や土地家屋調査士法の定めによる代理にはあたらず，その代理人の住所，氏名は個人に関する情報に
該当し，不開示情報にあたるというのが，大阪市の主張である．
- 10 -
⑥ また，不服申立人が公開決定を求めている情報は，土地家屋調査士の氏名及び住所に関する情報であ
るが，理由書の第３の２において，当該情報が「本件文書の申請人の取引先に関する情報」であるこ
とが示されている．
⑦ 上記の取引先に関する情報が非公開となる理由について，大建測第6995号部分公開決定通知書におい
ては，「特定の個人に関する情報に該当」，理由書の第３の２において，「公にすることにより申請
人の個人の権利利益を害するおそれがある」，第４においては，「本件文書の申請人の個人情報を保
護するため」としている．しかしながら，「取引先に関する情報」は申請人本人の個人情報に該当し
ないことは言うまでもない．また，「取引先に関する情報」が保護されるべき場合とは，入札価格の
費用積算根拠となる使用部材の製造会社名，取り扱い業者名，作業の請負業者名等，競業他社との関
係で，その「取引先に関する情報」自体が，自由競争における企業秘密にあたる場合などである．本
件の道路境界明示申請に係る添付文書において，企業間の自由競争を阻害するような「取引先に関す
る情報」は存在せず，申請人と代理人（閲覧者）との関係は，単に土地所有者（個人）と測量業務を
請負い，当該境界明示申請の代理申請業務を行った業者という関係でしかない．
⑧ 従って，法人等又は事業を営む個人の適正な活動は，社会の維持存続と発展のために尊重・保護され
なければならないという見地から，社会通念に基づき判断して，競争上の地位を害すると認められる
情報，その他事業を営む者の正当な利益を害すると認められる情報は，営業の自由の保障，公正な競
争秩序の維持等のため，公開しないことができるとするのが「取引先に関する情報」を保護する趣旨
であること言うまでもなく，資格を有する者が業務を行ったことを証するためのものである本件氏名
等の情報を，「取引先に関する情報」の保護を理由に非公開とすることは極めて不適切である．
⑨ さらに，非開示の情報に該当するかどうかを判断するに当たっては，情報公開制度の趣旨から，本人
に限って開示を認めている一部の個人情報を除き，開示を求める目的，利害関係の有無等，開示の申
出人の属性にかかわることは，斟酌できないものと考えるべきであり，開示の申出人によって開示の
範囲が異なるということはあってはならないこと言うまでもない．
⑩ 以上のように，官庁に提出すべき書類に記載された，土地家屋調査士等の住所，氏名は，資格を有す
る者が業務を行ったことを証するためのものであり，「依頼者に交付し，又は官庁に提出すべき書類
を作成したときは，その書類の末尾または欄外に記名し，職印を押さなければならない．」（土地家
屋調査士法施行規則第26条）との趣旨より，何人でも法令の規定により閲覧できる情報（土地家屋調
査士会連合会等が公表）であり，個人の資格で代理業務を行っていることから，資格者であることの
担保の為，当然に公表されることを前提にして提供された情報であると言わざるを得ない．
さらに異議申立人は同意見書において，情報公開審査会が条例でも認められている， 
① 不服申立人が公開決定を求める文書の提出を大阪市に求め，
② 当該非公開箇所の氏名，住所が，「専ら個人の資格で事業活動に従事する専門職（医師，弁護士，司
法書士，土地家屋調査士，不動産鑑定士等）の当該職務に関する情報に該当するか，記載された職名
や押印された職印を見分して審議（インカメラ審議）し，
③ 資格を有する者が業務を行ったことを証するためのものである本件氏名は，事務所に所属する土地家
屋調査士の氏名に関する情報であり，土地家屋調査士の氏名は，官報で公告されているほか，本件事
務所の代表者であることから，これを公開した場合に，資格者本人，本件測量事務所に明らかに不利
益を与えることになるか
を判断するよう求めている． 
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8 情報公開審査会の判断 
大阪市情報公開条例第７条第１号本文では，個人情報に該当する情報については，原則的に公開しない
ことができると規定するが，同号ただし書きに該当する場合には，同条例第７条第１号本文に該当する場
合であっても，公開しなければならない旨規定している． 
同条例第７条第１号本文に規定する「公にすることにより，なお個人の権利利益を害するおそれがある
もの」とは，カルテ，反省文など個人の人格と密接に関わる情報や未公表の研究論文等の著作物であって，
公にすることにより，なお個人の権利利益を害するおそれがあるものをいうと解されるが，当審査会で，
本件各文書を見分したところ，本件各情報は，明らかにこれに該当しない．また，申請人の取引先に関す
る情報であっても病院への通院の事実などを示す場合には，個人の権利利益を害することもあり得ると解
されるが，本件各情報はこのような情報にも該当しない． 
さらに審査会において，本件各情報を実際に確認したところ，代理人の氏名欄には，「土地家屋調査士」
の肩書とともにその氏名が記載されていた．とすると，代理人は，境界明示申請の代理を土地家屋調査士
の事業として行っていると解するのが相当であり，また，その住所も土地家屋調査士の事務所の所在地と
解することが相当である．したがって，本件各情報は，「事業を営む個人の当該事業に関する情報」に該
当し，条例第７条第１号に該当しない．なお，事業を営む個人である土地家屋調査士が，その事業として
境界明示申請の代理を行うに当たって境界明示申請書等に記載した土地家屋調査士の氏名及び事務所の
所在地を公開しても，当該土地家屋調査士の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれは認め
られないことは言うまでもない． 
このように大阪市情報公開審査会は，実施機関が本件各情報について，申請人の取引先に関す
る情報であって，これを公にすることにより申請人の個人の権利利益を害するおそれがあるため
非公開とした旨の主張には理由がないとするとともに，本件各情報の代理人の個人情報該当性に
ついても検証し，本件各情報の申請人の個人情報該当性も否定し，異議申立人の請求を認容した． 
なお，黒塗り部分の情報を異議申立人が事前に知る由もないが， 
当審査会において本件各文書を見分したところ，道路境界明示申請書の担当者欄には代理人である土地
家屋調査士の氏名が手書きにより記載されており，この手書きにより記載された氏名は，代理人による自
署である可能性を否定することができず，当該代理人の署名と解することが相当である． 
との判断がなされている．また， 
 個人の署名については，本人が手書きで自己の氏名を記したにとどまらず，その形状には特定の個人を
識別することができる情報が含まれていることが認められること，また，社会経済活動上，署名が個人の
認証機能として果たしている役割を考慮すると，署名は公にすることにより偽造等当該個人の権利利益を
害する場合もあると認められることから，当該個人の氏名そのものに係る情報（以下「氏名情報」という．）
について公開すべきであるからといって，必ずしも当該署名を公開することが妥当であるとは言えない．
とすることは当然の判断である． 
したがって，氏名情報とは別に，大阪市情報公開条例第７条第１号ただし書該当性の検討が求められる
ところ，当該署名は道路境界明示申請書が不特定多数の者に広く知られる状態に置かれているとは認めら
れないことから同号ただし書アに該当せず，かつ，その性質上，同号ただし書イ及びウにも該当しない．
ところで，署名を非公開とする趣旨が，主として公開された署名の偽造により個人の権利利益が損なわれ
ることを防止する点にあることを考慮すれば，必ずしもその全部を非公開とする必要はないと認められる． 
したがって，署名を非公開とする場合であっても，署名の一部を公開するなど，偽造防止に配慮しつつ
署名が記録されていることが分かる措置を取るべきである． 
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と，情報公開上の実務（情報公開のあり方）についての見解も合わせて示されている． 
9 おわりに 
平成26年11月７日大建測第7115号諮問事件（平成27年10月22日大阪市情報公開審査会答申第
406号）を素材として，情報公開と個人情報保護との比較衡量に関して考察した． 
本諮問事件は，公文書における土地家屋調査士の氏名及び住所の情報公開を異議申立人が求め
たものである．土地家屋調査士などのように，専ら個人の資格で事業活動に従事する専門職の当
該職務に関する情報については，特段の事情のない限り公開すべきと解されているところ，実施
機関が申請人の取引先に関する情報であって，これを公にすることにより申請人の個人の権利利
益を害するおそれがあるため非公開とした旨の主張をしたことに対し，異議申立人が当該判断の
不当性と当該情報の公開可否の判断を情報公開審査会に求めたという事例である． 
情報公開審査会の判断は，土地家屋調査士の氏名及び住所の情報を公開すべきとの結論である． 
これまで見てきたように，情報公開関連法令（本諮問事件の場合であれば，大阪市の情報公開
条例）に，公文書は公開が原則であること，非公開となるのは条文に記載の各号に該当する場合
であることが謳われてはいるが，個別具体的な事例を列挙することはできないため，条文の記述
はどうしても抽象的にならざるを得ない．そのため条文制定の趣旨などを考慮して，条文を適切
に解釈し運用することが求められるところ，開示請求者と行政機関との間で解釈や見解に相違が
生じた場合に争訟となる． 
行政不服審査法に基づく不服申立て（審査請求）や行政事件訴訟法に基づく行政訴訟は，（特
定）行政書士や弁護士等の法律実務の領域であるから，教員である者や教員を目指している者は
深入りする必要はない．情報公開審査会答申に表れている開示請求者と行政機関の主張を比較し，
法律を使って（しかし，この場合には条文に詳細に記述されていないため争いとなっているので，
一般常識や経験則で良いであろう）言い争いに決着をつける（両者が納得するような）理由づけ
が感覚的にできる（何となくわかる）ようになれば十分である． 
公文書の公開手続きを情報教育の教材として活用し，「何人も行政文書の開示を請求できる」
からといって，情報公開の手順に則って申請手続きを実際に行うという，実習を生徒にさせると
なると，行政機関に不要の負担を強いることとなり，様々な行政活動にも支障をきたし，結果と
して住民が不利益を被る結果となりかねない．一方，情報公開審査会答申はインターネット上に
おいても広く公開がされており，行政機関に対して何ら申請手続きを行うことなく，不服申立て
がなされた事件に限られるが，部外者であっても情報公開手続きの流れを知ることができる．情
報公開審査会答申は，教員が情報公開手続きについての詳細な知見を得るために有用であるだけ
でなく，公文書の公開手続きを生徒の実習教材として使用する方法の代替としても，情報公開審
査会答申を充分に利活用することができると考えられる． 
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